
平成２２年（国）第４５６号

平成２３年８月３１日裁決

主文

本件再審査請求を棄却する。

理由

第１　再審査請求の趣旨

再審査請求人（以下「請求人」という。）

の再審査請求の趣旨は、厚生労働大臣が、

平成○年○月○日付で、請求人に対してし

た、後記第２の２記載の原処分の取消しを

求めるということである。

第２　再審査請求の経過

１　請求人は、６５歳に達した後の平成○

年○月○日（受付）、老齢基礎年金及び

老齢厚生年金（以下、併せて「老齢給付」

という。）の裁定を請求し、平成○年○

月に厚生年金保険法（以下「厚年法」と

いう。）附則第８条による老齢厚生年金

の受給権を取得し、平成○年○月まで同

年金の支給を受け、平成○年○月から厚

年法第４２条による老齢厚生年金及び国

民年金法（以下「国年法」という。）第

２６条による老齢基礎年金の受給権を取

得し、その支給を受けていた。

２　厚生労働大臣は、平成○年○月○日付

で、請求人に対し、請求人が平成○年○

月○日に厚生年金保険の被保険者資格を

喪失したことに伴い、厚生年金保険の被

保険者期間（以下「厚年期間」という。）

の月数○月を計算の基礎として老齢厚生

年金の額を改定する一方、その改定によ

り、国民年金法等の一部を改正する法律

（昭和６０年法律第３４号。以下「６０

年改正法」という。）附則第１４条第１

項に規定する老齢厚生年金の受給権者に

該当したため、同条の規定に基づき加算

していた加算額（以下「振替加算額」と

いう。）を廃止して、老齢基礎年金の額

を改定する旨の処分（以下、これを「原

処分」という。）をした。

３　請求人は、原処分を不服とし、○○厚

生局社会保険審査官に対する審査請求を

経て、当審査会に対し、再審査請求をし

た。その理由は、「再審査請求の趣旨及

び理由」欄記載の主な部分をそのまま掲

記すると次のとおりである。

私が年金受給の申請をしたのは平

成○．○．○日です。この時、すで

に女子であって３５才以降の掛け月

が、○回になっていたようです（社会

保険審査官からの理由内容から計算す

ると）　私の申請に対応した日本年金

機構、○○社会保険事務所の担当者の

人は、私に女子であって３５才以降の

掛け月が、１５年で１８０回以上年金

を掛け続けると振替加算が停止して受

給年金が下がる事を、私に知らせる事

を、しなかった為に起ってしまった事

です　「あと○回年金を掛け続けると、

請求人さんの受給金額が下がります」

と注意知らせて下さる事は当然である

と思います。この事を知らない私の年

金が下がるまで掛け続けさせたもので

す。

担当者の不勉強の為の私に対する

対応ミスです　又、コンピューター

は、私の年金のデーターに１８０回に

なる前に自動的にストップは、かから

なかったのでしょうか。確定できてい

る受給年金金額を保護して下さるべき

立場の人達や機械、コンピューターは、

私の決定していた受給金額を守ってく

れなかった。日本年金機構は、責任を

とるべきと思います。（担当者の管理

ミスです）

国民年金・厚生年金保険、年金決定

通知書　支給額変更通知書が来るまで

１８０回以上年金を掛けたら年金が下

がる事なぞ、私は、全く知りませんで

した。

私と同じ理由で年金が下がった人

は、日本国内で数名しかいないのであ

れば、救済、救うべきと思われますが、

これまで何回も○○社会保険事務所に

は、受給の話しを聞くために伺いまし

たが、本当に、女子であって３５才以

降の掛け月が１８０回になると年金が



下がる話しは、１度も聞いておりませ

ん。まちがいありません。又、年金が

下がるまで年金を掛ける必要はありま

せん、そう思われませんか。

日本年金機構は、責任を取って（私

の担当者の機械、コンピューターの管

理ミスの為に私の年金記録に（デー

ターに）ストップがかからなかった）

私、（請求人）の振替加算額の停止の

取消しを、して下さるようお願い申し

上げます。

第３　当審査会の判断

１　大正１５年４月２日から昭和４１年４

月１日までに生まれた者（以下「振替加

算対象者」という。）の老齢基礎年金の

額は、振替加算対象者が６５歳に達した

日において、老齢厚生年金の受給権者等、

６０年改正法附則第１４条第１項のいず

れかに該当する者の配偶者として、その

者によって生計を維持していたときは、

老齢基礎年金の額に、２２万４７００円

に国年法第２７条に規定する改定率を乗

じて得た額にその者の生年月日に応じて

政令で定める率を乗じて得た振替加算額

を加算して支給するとされているが、振

替加算対象者が同条第１項ただし書の規

定により厚年期間の月数が原則２４０月

（同条の規定を承けた国民年金法等の一

部を改正する法律の施行に伴う経過措置

に関する政令（以下「経過措置政令」と

いう。）第２５条第１号によると、６０

年改正法附則第１２条第１項第４号の規

定により、昭和２２年４月１日以前に生

まれた女子にあっては、３５歳以後の厚

年期間が１５年（月数１８０月）以上で

ある老齢厚生年金を含むとされている。）

以上の老齢厚生年金を受けることができ

るときは、この限りでないとされている。

２　本件の場合、請求人は、振替加算額が

加算された老齢基礎年金を受給していた

ことについては、当事者間に争いがない

ものと認められるところ、請求人に係る

厚年資格記録（共通）、国年資格記録Ⅰ

(共通 )、同Ⅱ (共通 )、新法裁定原簿（現

存・基礎）、同（現存・厚年）及び改定

記録照会によれば、請求人は、平成○年

○月○日に老齢給付の受給権を取得し、

その額の計算の基礎となる厚年期間の月

数が○月（３５歳以後の月数は○月）で

ある老齢厚生年金及び振替加算額が加算

された老齢基礎年金の支給を受けていた

が、平成○年○月○日に厚生年金保険の

被保険者資格を喪失したため、厚年法第

４３条第３項の規定（被保険者である受

給権者がその被保険者資格を喪失し、か

つ、被保険者となることなく資格喪失日

から起算して１月を経過したときは、資

格喪失月前における被保険者であった期

間を老齢厚生年金の額の計算の基礎と

し、資格喪失日から起算して１月を経

過した日の属する月から額を改定する。）

により、平成○年○月から老齢厚生年金

の額が改定され、その額の計算の基礎と

なる厚年期間の月数は○月となり、その

うち、３５歳以後の厚年期間の月数は○

月となったものである。この結果、請求

人の老齢厚生年金は、前記経過措置政令

第２５条第１号の規定に該当したため、

６０年改正法附則第１４条第１項ただし

書の規定により、老齢基礎年金に係る振

替加算額の加算が終了したものである。

３　以上によれば、平成○年○月から老齢

基礎年金及び老齢厚生年金の額をそれぞ

れ改定したことは、上記に示した関係法

令に則ったものであり、それ自体には何

ら不当な点は存しない。

これに対し、請求人は上記第２の３

のとおり主張しているが、その趣旨は、

３５歳以後の厚年期間の月数が１８０月

に達すると振替加算額の支給が終了し、

年金額が減額になるとの説明は受けてい

ない、事前に請求人に知らせるべきであ

り、それを怠ったのは保険者の対応ミス

である等、保険者に責があるのでその事

情を配慮し、振替加算額の支給の終了を

取り消すべきであるというにあると解さ

れるが、そもそも、厚年期間について

は、振替加算額が加算されるか否かによ

り、その加入期間を選択できるものでも

なく、仮に上記の請求人の主張が事実で



あったとしても、老齢基礎年金に係る振

替加算額の加算が終了したのは、上記２

の公布された法令の規定によるものであ

るから、そのような説明をすることは、

保険者の法定された義務ではないので

あって、法令の規定に則って適法になさ

れた原処分を取り消す理由には該当しな

いというべきであり、その主張は採用で

きない。

４　よって、原処分は妥当であり、本件再

審査請求は理由がないから、これを棄却

することとし、主文のとおり裁決する。


